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はじめに

2023年6月14日 「共生社会の実現を推進するため
の認知症基本法」 （以下認知症基本法） が成立し、
2024年1月1日に施行され1）、認知症基本法に基づく
「認知症施策推進基本計画 （以下、基本計画）」 2）が、
同年12月3日に閣議決定された。今後、各自治体に
おいては、国の基本計画に基づいて認知症施策を
進めていくための 「計画」 が策定されていくことと
なる。
また、複数のアルツハイマー病の新しい治療薬
も上市され、認知症に関して、我が国は今まさに
新たな時代を迎えている。

我が国の認知症施策

これまで、2000年の介護保険法の施行以後、認知
症に関する地域の取組は、市町村事業を基本とし
て様々に実施されてきている。
特に認知症施策としては、2012年の 「認知症施
策推進5カ年計画 （オレンジプラン）」、2015年 「認
知症施策推進総合戦略 （新オレンジプラン）」 策定
という流れの中で、地域包括ケアシステムの実現
という基本方針に基づき、認知症の人の意思が尊
重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で
自分らしく暮らし続けることが出来る社会の実現
に向けた取組みが進められてきている。2019年6月
18日には 「認知症施策推進大綱」 （以下、大綱） が取
りまとめられ3）、基本的な考え方として、認知症の
発症・進行を遅らせ、認知症になっても希望を
持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症

の人や家族の視点を重視しながら 「共生」 と 「予防」 
を車の両輪として施策を推進するとされてきた。
大綱の対象期間は2025年迄で、2022年に進捗状況に
ついて中間振り返りが行われ、現在、振り返りに
基づき施策が進められてきているところであるが、
今後は、認知症基本法のもとに認知症施策が進め
られていくこととなる。
認知症基本法の成立後の一連の動きとしては、
施行に先立ち、まず2023年9月27日から4回にわたり 
「認知症と向き合う 『幸齢社会』 実現会議」 （首相官
邸 各種本部・会議等の活動情報 政策会議 「認知症
と向き合う 『幸齢社会』 実現会議」） 4） が開催された。
続いて、2024年1月認知症基本法施行に伴い、
令和5年法律第65号第26条の規定に基づき認知症施
策推進本部が設置され5）、その後、認知症の人本人
3名、家族および学識経験者や経済産業界の人等20
名から成る 「認知症施策推進関係者会議」 （内閣官
房 各種本部・会議等の活動情報 「認知症施策推進
関係者会議」） 6） が設置され、2024年3月28日の第一
回開催から、合計6回の議論が重ねられた。ここでの
議論を踏まえて、基本計画が策定され、12月3日に閣
議決定されている2）。今後は、各自治体において、
努力義務ではあるが新たな計画が策定されること
となっている。

認知症の有病率

2024年5月8日の第2回認知症施策関係者会議にお
いて、認知症有病率について、新たな調査研究報
告 （令和5年度老人保健事業推進費等補助金 「認知

症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計
に関する研究」） があった7, 8）。65歳以上の人の認知
症の有病率は、2022年で概ね12.3％で443.2万人、
認知症の前段階とされる軽度認知障害 （MCI） の人
は15.5％で558.5万人と推計された。そのうち年齢階
層別の推計値を見ると、65～69歳で、認知症1.1%、
MCI6.9％、70～74歳でそれぞれ3.1％、9.3％。75～
79歳　7.1％、16.5％、80～84歳　16.6％、22.6％、
85～89歳　32.8％、27.5％、90歳以上  50.3％、
21.2％と報告されている。
しかし、認知症は高齢者のみの疾患ではなく、

65歳未満で発症する場合を若年性認知症というが、
その有病率については、粟田ら9） から18～64歳人
口10万人に対し50.9人、有病者数は3.57万人と推計
されている。
平均寿命が世界でもトップクラスのわが国にお
いては、認知症は自分ごととしてとらえる必要性
が明らかであり、基本計画の前文に、 「年齢にかか
わらず、国民自身やその家族、地域の友人、職場
の同僚や顧客など、今や国民誰もが認知症になり
うるという状況に鑑みれば、国民一人一人が認知
症を自分事として理解し、自分自身やその家族が
認知症であることを周囲に伝え、自分らしい暮ら
しを続けていくためにはどうすべきか、考える時
代が来ている」 と述べられている。

共生社会の実現を推進するための認知症基本法の

理念

認知症基本法は、その目的を、全ての認知症の
人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことが
できるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推
進することとしており、そのための基本理念は、
図に示したように7項目からなる。
　認知症基本法の理念にもとづき、基本計画2） に
おいては、 「認知症の人本人の声を尊重し、 『新しい
認知症観』 に基づき施策を推進する」 と強調されて
いる。つまり、 『新しい認知症観』 とは、 「①誰もが
認知症になり得ることを前提に、国民一人一人が
自分ごととして理解する。②個人としてできるこ
と・やりたいことがあり、住み慣れた地域で仲間
と共に、希望を持って自分らしく暮らすことがで
きる」 ことである、と基本計画に尚書きされている。

認知症基本法と医療

認知症医療については、アルツハイマー病の新
たな治療薬として2023年にレカネマブ、2024年にド
ナネマブと、抗アミロイドβ（Aβ） 抗体薬が相次い
で上市され、これまで治療対象ではなかった軽度認
知障害 （MCI） の人も条件を満たせば治療を受けら
れることとなったことから、今まで以上に認知症の
早期診断の重要性が増すことになった。また、
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amyloid PETや髄液検査でのバイオマーカーを用い
た精密な診断が必要とされ、より高い専門性が求め
られるようになった。一方認知機能障害のレベル
としては該当しても、合併症により治療できない、
あるいはアルツハイマー病ではない疾患による認
知機能障害を認める人などへの適切な説明や支援
への繋ぎも求められる。また、特に就労中の人で
あれば、仕事と治療の両立支援へのサポートも求
められる（主治医と産業医の連携等を評価する  
「療養・就労 両立支援指導料」 に若年性認知症が令
和4年に追加され、手引きも作成されている） 10）。
実際には、これまで認知症診療にあまり携わっ
てこなかった医療機関が抗Aβ抗体薬治療に取り組
むようにもなってきており、認知症疾患の学際性、
すなわち背景疾患の多様性や長期経過に於ける
ニーズの多様性などを考えると、あらゆる医療機
関における認知症についての幅広い理解を深める
必要性が生じていると考えられる。
　さらに、保健医療サービス及び福祉サービスの
提供体制の整備の重要性とともに、医療現場にお
ける認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の
保護という視点の理解促進も必要である。

おわりに～共生社会の実現を推進するために～

認知症基本法の理念のもとに基本計画が進めら
れる時代を迎え、認知症基本法の示す「認知症の
人にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁
となるものを除去することにより、全ての認知症
の人が、社会の対等な構成員として、地域におい
て安全にかつ安心して自立した日常生活を営むこ
とができる」社会づくりを、専門職の立場でも、
一個人としても進めていかなくてはならない。
我々専門職自身が常に『新たな認知症観』にたって
行動できるよう、意識改革をしていく必要がある。
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てこなかった医療機関が抗Aβ抗体薬治療に取り組
むようにもなってきており、認知症疾患の学際性、
すなわち背景疾患の多様性や長期経過に於ける
ニーズの多様性などを考えると、あらゆる医療機
関における認知症についての幅広い理解を深める
必要性が生じていると考えられる。
　さらに、保健医療サービス及び福祉サービスの
提供体制の整備の重要性とともに、医療現場にお
ける認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の
保護という視点の理解促進も必要である。

おわりに～共生社会の実現を推進するために～

認知症基本法の理念のもとに基本計画が進めら
れる時代を迎え、認知症基本法の示す「認知症の
人にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁
となるものを除去することにより、全ての認知症
の人が、社会の対等な構成員として、地域におい
て安全にかつ安心して自立した日常生活を営むこ
とができる」社会づくりを、専門職の立場でも、
一個人としても進めていかなくてはならない。
我々専門職自身が常に『新たな認知症観』にたって
行動できるよう、意識改革をしていく必要がある。
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期認知症研究会で発表された論文です。

1  全ての認知症の人が、基本的人権を享有する個人として、自らの意思によって日常生活及び社会生活を
営むことができる。

2  国民が、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する
正しい理解を深めることができる。

3  認知症の人にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるものを除去することにより、全ての
認知症の人が、社会の対等な構成員として、地域において安全にかつ安心して自立した日常生活を営む
ことができるとともに、自己に直接関係する事項に関して意見を表明する機会及び社会のあらゆる分野
における活動に参画する機会の確保を通じてその個性と能力を十分に発揮することができる。

4  認知症の人の意向を十分に尊重しつつ、良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスが切れ目
なく提供される。

5  認知症の人のみならず家族等に対する支援により、認知症の人及び家族等が地域において安心して日常
生活を営むことができる。

6  共生社会の実現に資する研究等を推進するとともに、認知症及び軽度の認知機能の障害に係る予防、
診断及び治療並びにリハビリテーション及び介護方法、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮
らすための社会参加の在り方及び認知症の人が他の人々と支え合いながら共生することができる社会環
境の整備その他の事項に関する科学的知見に基づく研究等の成果を広く国民が享受できる環境を整備。

7  教育、地域づくり、雇用、保健、医療、福祉その他の各関連分野における総合的な取組として行われる。

図　共生社会の実現を推進するための認知症基本法　基本理念



はじめに

2023年6月14日 「共生社会の実現を推進するため
の認知症基本法」 （以下認知症基本法） が成立し、
2024年1月1日に施行され1）、認知症基本法に基づく
「認知症施策推進基本計画 （以下、基本計画）」 2）が、
同年12月3日に閣議決定された。今後、各自治体に
おいては、国の基本計画に基づいて認知症施策を
進めていくための 「計画」 が策定されていくことと
なる。
また、複数のアルツハイマー病の新しい治療薬
も上市され、認知症に関して、我が国は今まさに
新たな時代を迎えている。

我が国の認知症施策
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基づき施策が進められてきているところであるが、
今後は、認知症基本法のもとに認知症施策が進め
られていくこととなる。
認知症基本法の成立後の一連の動きとしては、
施行に先立ち、まず2023年9月27日から4回にわたり 
「認知症と向き合う 『幸齢社会』 実現会議」 （首相官
邸 各種本部・会議等の活動情報 政策会議 「認知症
と向き合う 『幸齢社会』 実現会議」） 4） が開催された。
続いて、2024年1月認知症基本法施行に伴い、
令和5年法律第65号第26条の規定に基づき認知症施
策推進本部が設置され5）、その後、認知症の人本人
3名、家族および学識経験者や経済産業界の人等20
名から成る 「認知症施策推進関係者会議」 （内閣官
房 各種本部・会議等の活動情報 「認知症施策推進
関係者会議」） 6） が設置され、2024年3月28日の第一
回開催から、合計6回の議論が重ねられた。ここでの
議論を踏まえて、基本計画が策定され、12月3日に閣
議決定されている2）。今後は、各自治体において、
努力義務ではあるが新たな計画が策定されること
となっている。

認知症の有病率

2024年5月8日の第2回認知症施策関係者会議にお
いて、認知症有病率について、新たな調査研究報
告 （令和5年度老人保健事業推進費等補助金 「認知
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症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計
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